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○報告の概要等
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①① 経営効率化の推進（☞経営効率化の推進（☞ ＮＴＴ東西、行政）ＮＴＴ東西、行政）

○○ ＮＴＴ東西が交付金を受けるに際し、一層の効率化を行い赤字の縮小にＮＴＴ東西が交付金を受けるに際し、一層の効率化を行い赤字の縮小に

努めるため、以下を要望。努めるため、以下を要望。

■■ NTTNTT東西は、交付金の算定に用いた経営効率化率（７％）の達東西は、交付金の算定に用いた経営効率化率（７％）の達

成度合い（実績）を総務省に報告すること。成度合い（実績）を総務省に報告すること。

■■ NTTNTT東西は、携帯電話や東西は、携帯電話やIPIP電話の普及、電話の普及、NTTNTT東西の加入電東西の加入電

話から競争事業者の提供する直収サービスへの移行その他の要因話から競争事業者の提供する直収サービスへの移行その他の要因

が当該収支に及ぼす影響を分析し、総務省に報告すること。が当該収支に及ぼす影響を分析し、総務省に報告すること。

■■ 総務省は、上記の経営効率化について、十分な検証を行うこと総務省は、上記の経営効率化について、十分な検証を行うこと

が必要であり、そのための方策を講ずるとともに、当該検証結果にが必要であり、そのための方策を講ずるとともに、当該検証結果につつ

いては、審議会に対し報告等を行うこと。いては、審議会に対し報告等を行うこと。

② 基礎的電気通信役務の提供に係る情報の開示促進等（☞ ＮＴＴ東西）

③ 利用者利益の 大化に向けた料金体系の継続的検討（☞ ＮＴＴ東西）

■ H18．１１．２１、情報通信審議会においてユニバーサルサービス制度に係る交付金の交付等について認可が適当とする答申。

■ パブリックコメントにおける意見を踏まえ、同審議会は要望事項として５項目を提示。

■ これを受け、総務省は、NTT東西等に対し行政指導を実施。

審議会からの要望

④ ユニバーサルサービス制度の見直し検討（☞ 行政）

⑤ 利用者への（制度に関する）情報提供の徹底
（☞ 行政、支援機関、ＮＴＴ東西、負担事業者）

情報通信審議会答申（H18.11.21）における要望事項等

基礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化の推進

今回の交付金の算定は、貴社において、設備利用部門の費用に

ついて約７％の経営効率化を行うことを前提としている。このため、

貴社が基礎的電気通信役務の提供において当該効率化を達成

することが重要。

■■ NTTNTT東西は、交付金の算定に用いた東西は、交付金の算定に用いた経営効率化率（７％）の経営効率化率（７％）の

達成度合い（実績）を総務省に報告達成度合い（実績）を総務省に報告すること。すること。

■■ NTTNTT東西は、東西は、携帯電話や携帯電話やIPIP電話の普及電話の普及、、NTTNTT東・西の加入電東・西の加入電

話から競争事業者の提供する話から競争事業者の提供する直収サービスへの移行その他の要直収サービスへの移行その他の要

因が当該収支に及ぼす影響を分析因が当該収支に及ぼす影響を分析し、し、総務省に報告総務省に報告すること。すること。

基礎的電気通信役務の提供に関し講ずべき措置について
（H１８.11.22）
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ユニバーサルサービスに係る経営効率化の実績報告について①

ＮＴＴ東西ともにＨ１８年度は設備利用部門について、７％の経営効率化を達成。

ＮＴＴ東日本▲10.8% ＮＴＴ西日本▲13.1% (収益の減に伴う費用減の要素等もあり、実質の経営効率化はＮＴＴ東西ともに７～８％)

【効率化施策】人員数の削減、業務拠点の集約・アウトソーシングの効率化、資産のスリム化 等

人員数の削減人員数の削減人員数の削減

業務の集約・
アウトソーシング

の効率化

業務の集約・業務の集約・
アウトソーシングアウトソーシング

の効率化の効率化

資産のスリム化資産のスリム化資産のスリム化

その他その他その他

■ Ｈ17実績 H18実績

5.3万人 4.8万人

対前年 （▲ 0.5万人）

※ＮＴＴ東日本及び県域アウトソーシング会社の合計

■ Ｈ17実績 H18実績

5.3万人 4.8万人

対前年 （▲ 0.5万人）

※ＮＴＴ東日本及び県域アウトソーシング会社の合計

■ 料金請求に係る費用の抑制

■ テレホンカード販売委託費の抑制 等

■ 料金請求に係る費用の抑制

■ テレホンカード販売委託費の抑制 等

■ 料金業務の拠点集約

■ １１６業務に係る夜間受付業務の拠点集約

■ 料金業務に係るｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞの効率化

■ １１６業務に係るｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞの効率化

■ 料金業務の拠点集約

■ １１６業務に係る夜間受付業務の拠点集約

■ 料金業務に係るｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞの効率化

■ １１６業務に係るｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞの効率化

■ Ｈ17実績 H18実績

6.1万人 5.8万人

対前年 （▲ 0.3万人）

※ＮＴＴ西日本及び県域アウトソーシング会社の合計

■ Ｈ17実績 H18実績

6.1万人 5.8万人

対前年 （▲ 0.3万人）

※ＮＴＴ西日本及び県域アウトソーシング会社の合計

ＮＴＴ東日本ＮＴＴ東日本ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本ＮＴＴ西日本ＮＴＴ西日本

■ 料金業務の拠点集約

■ １１６業務に係る夜間受付業務の拠点集約

■ 料金業務の拠点集約

■ １１６業務に係る夜間受付業務の拠点集約

■ 料金業務拠点の集約による空きスペースの貸

与を推進

■ 社宅等、不動産売却による保有コストの削減

■ 料金業務拠点の集約による空きスペースの貸

与を推進

■ 社宅等、不動産売却による保有コストの削減

■ 料金請求に係る費用の抑制

■ テレホンカード販売委託費の抑制 等

■ 料金請求に係る費用の抑制

■ テレホンカード販売委託費の抑制 等

１８年度の実績１８年度の実績１８年度の実績

■ 料金業務拠点の集約による空きスペースの貸

与を推進

■ 社宅等、不動産売却による保有コストの削減

■ 料金業務拠点の集約による空きスペースの貸

与を推進

■ 社宅等、不動産売却による保有コストの削減
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H18年度 H17年度 増減額 増減率

営業収益 ▲ 7.9%

▲ 4.4%

▲10.8%

営業費用

営業利益

主な要因

481,790 523,335 ▲41,544
・ドライカッパ電話への移行に伴う収益の減
・ＩＰ電話等への移行に伴う収益の減

528,464 552,760 ▲24,296

（再）利用部門費用 194,253 217,697 ▲23,443
・注文受付及び取次ぎに係る費用の減

・料金請求及び回収に係る費用の減

・テレホンカードの作成及び販売に係る費用の減

▲ 46,673 ▲ 29,424

▲13.1%

▲ 4,1%

▲ 7.3%

増減率

営業利益

営業費用

営業収益

▲ 22,398▲ 38,238

・注文受付及び取次ぎに係る費用の減

・料金請求及び回収に係る費用の減

・テレホンカードの作成及び販売に係る費用の減

▲23,066175,471152,405（再）利用部門費用

▲22,219546,834524,614

・ドライカッパ電話への移行に伴う収益の減
・ＩＰ電話等への移行に伴う収益の減

▲38,059524,435486,376

主な要因増減額H17年度H18年度

【ＮＴＴ東日本】

【ＮＴＴ西日本】

（単位：百万円）

（単位：百万円）

ユニバーサルサービスに係る経営効率化の実績報告について②
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市場環境の変化や競争の進展等が及ぼした影響について（加入電話・基本料）

NTT東日本

加入者回線コストの削減 （▲16,257百万円）

NTT東西ともに、費用減を上回る収益減 営業損益の悪化

東西ともに、ドライカッパ電話への移行に伴う減少（東：▲190億円、▲西：160億円）や、携帯電話及びIP電話等への移行に伴う減少（東：▲222億円、▲西：218億円）

により、全体の収益は前年度に比べ減少（東：▲412億円、西：▲379億円）。

【収益】

【費用】 東西ともに、加入者回線コストの削減（東：▲162億円、▲西：164億円）や設備利用部門コストの削減（東：▲233億円、西：▲229億円）を図る一方、ＮＴＳコストの段

階的付替えに伴う費用は増加（東：＋160億円、西：＋177億円）。この結果、全体の費用は前年度に比べ減少（東：▲235億円、西：▲216億円)。

ドライカッパ電話への移行 （▲16,096百万円）

収益収益

ドライカッパ電話への移行 （▲19,053百万円）

携帯・IP電話等への移行 （▲22,207百万円）

521,510 百万円H17

H18 480,250 百万円

H17

H18

547,725 百万円

524,206百万円

費用

収益収益

携帯・IP電話等への移行 （▲21,811百万円）

523,460 百万円H17

H18 485,553 百万円

H17

H18

543,039 百万円

521,403百万円

費用

加入者回線コストの削減 （▲16,406百万円）NTSコスト
付け替え費用

NTSコスト
付け替え費用

設備利用部門コストの削減 （▲23,343百万円） 設備利用部門コストの削減 （▲22,987百万円）

【利益】 上記の要因から、東西ともに営業損益は悪化（東：▲177億円、▲西：162億円）。

（（１６，０８１百万円）） （（１７，７５７百万円））

NTT西日本
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4,500

5,000

5,500

H12末 H13末 H17末 H18末H14末 H15末 H16末

110

100

メタルケーブルの総敷設距離

～～

0

100.6

101
101.4

101.7
102

102.4
102.7

回線数
（万回線）

総延長
（万ｋｍ）

5,209

5,074 5,071 5,094

5,032

4,691

4,334

加入電話回線数

加入系メタルケーブルの総敷設距離及び加
入電話回線数の推移

～～

加入電話回線数は、総数としては年々減少しているものの、地域的
には依然利用者が存在するため、アクセス設備のメタルケーブル
を撤去できるものではなく、むしろ、メタルケーブルの総敷設距
離は、宅地開発等による面的なカバーエリアの拡大に伴う加入
電話需要に対応する必要性から、増加している。

・ 加入電話回線数は平成９年をピークに減少に転じているが、メタルケーブルの総施設

距離は、現在も毎年ほぼ一定の割合で増加している。

・ メタルケーブルはNTTの固定配線区画（※）に基づいて敷設されており、区画内の利用者

全てが契約を解消しない限り、メタルケーブル撤去不可。

・ 都心部については、メタルケーブルの敷設はほぼ飽和状態であるが、郊外における宅地

開発等により毎年一定の新規敷設が必要。

・ メタルケーブルの撤去が困難な現状においては、今後も、加入電話回線数は減少しても、

メタルケーブルの総敷設距離は増加し、維持コストは減少しない状況が続く見込み。

※ メタルケーブルを効率的に敷設するため、数百程度（平均３００）の加入世帯を１つの配線区画と捉えているものであり、

NTT東西の交換機収容局からその区画（エリア）内の各加入世帯への加入者回線設備を束ねて敷設している。

市場環境の変化や競争の進展等が及ぼした影響について（分析①）
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H12 H13 H17 H18H14 H15 H16

500

1,000

1,500

0

投資額
（億円）

加入系メタルケーブル投資額の推移

1,200

900

700
600 600 600 600

H10 H11

1,700

2,000

2,000

従来、加入系メタルケーブルの維持・拡張に年２，０００億円
もの投資を要していたが、加入電話の需要減少に対しコスト
効率化を図るために新規投資を抑制している。しかしながら、
ネットワークを維持していくためには最低限の投資が必要で
あり、毎年６００億円程度の投資を継続している。

・ 平成９年の加入者電話回線数をピークに回線数は減少。

・ NTT東西ではこれを踏まえ、逐次、投資規模を見直し、回線数減少に対応する

投資を実施。

・ 投資額の内訳

（推計）
新規 更改

６００ １，１００

H１２ ３００ ９００

H１５以降 １００ ５００

H１１

（億円）

・ 宅地開発等による新規敷設に対応するために必要な一定の新規投資等、必要最

低限の新規投資に抑制。

・ 更改投資についても大幅な投資抑制を進め、現在はネットワークを維持するための

必要最低限の投資を継続。今後もほぼ同額の投資額で推移する見込み。

市場環境の変化や競争の進展等が及ぼした影響について（分析②）
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投資抑制に伴いメタルケーブル設備の老朽
化が急速に進んでおり、この老朽化に伴って
施設保全コストが増大。

0

5

10

15

20

25

2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24

故障件数
（件／ｋｍ）

調査結果
近似式

架空メタルケーブルの
経過年数別故障件数

経過年数

※ケーブル延長の構成比〔H17末〕

15年以上経過したものが
約６割、20年以上経過し
たものが約４割

５年以上
10年未満
：17％

10年以上
15年未満
：19％

20年以上

：42％

15年以上
20年未満
：16％

総延長

102万km

加入者メタルケーブルの経過
年数別構成

５年未満：6％

・ メタルケーブルの法定耐用年数（１３年）に対して、現在

敷設しているメタルケーブルの約４割が２０年以上経過。

・ さらに、１０年以上経過しているケーブルが全体の約８割、

５年以上経過しているものも含めると、全体の９割を占める。

・ 既に耐用年数を大幅に超え老朽化しているメタルケーブル

の維持のために、一定相当額の施設保全コストが必要。

・ 以上の要因から、引き続き、施設保全コストは上昇する見

込み。

・ 法定耐用年数＋数年経過すると、故障件数確率が大幅

に上昇することから、今後、現在敷設されているケーブルの大

部分についても相当額の施設保全コストが必要となるものと見

込まれる。

市場環境の変化や競争の進展等が及ぼした影響について（分析③）
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